
令 和 5 年 度

国 債 整 理 基 金 特 別 会 計 財 務 書 類



国債整理基金特別会計財務書類は、「特別会計に関する法

律」第 19条第 1項の規定により、資産及び負債の状況その他

の決算に関する財務情報を開示するために企業会計の慣行を

参考として作成した書類である。



貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度
（令和 5年
3月 31日）

本会計年度
（令和 6年
3月 31日）

前会計年度
（令和 5年
3月 31日）

本会計年度
（令和 6年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 18,442,001 27,352,633

有 価 証 券 483,019 413,291

未 収 収 益 9 10 負 債 合 計 ― ―
他会計繰戻未収金 184,969 148,501

有 形 固 定 資 産 0 0 〈資産・負債差額の部〉

物 品 0 0 国 債 整 理 基 金 19,110,000 27,914,437

無 形 固 定 資 産 0 0 （うち受入株式） （359,258） （338,014）

資 産 合 計 19,110,000 27,914,437 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 19,110,000 27,914,437



業 務 費 用 計 算 書
（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 令和 4 年 4月 1 日
至 令和 5 年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 令和 5 年 4月 1 日
至 令和 6 年 3月 31日

�
�

国 債 事 務 取 扱 費 16,646 16,690

支 払 手 数 料 16,615 16,685

そ の 他 の 経 費 31 5

利 子 及 割 引 料 7,893,408 8,172,368

本 年 度 業 務 費 用 合 計 7,910,055 8,189,058



資産・負債差額増減計算書
（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 令和 4 年 4月 1 日
至 令和 5 年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 令和 5 年 4月 1 日
至 令和 6 年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末国債整理基金 18,753,141 19,110,000

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 7,910,055 � 8,189,058

Ⅲ 財 源 7,906,311 8,188,609

1 自 己 収 入 56,042 96,671

運 用 収 入 159 229

配 当 金 収 入 4,965 8,041

そ の 他 の 財 源 50,917 88,400

2 目 的 税 等 収 入 115,801 116,100

たばこ特別税収入 115,801 116,100

3 他会計からの受入 7,734,467 7,975,837

一般会計からの受入 7,164,464 7,429,651
交付税及び譲与税配付金特別会計からの
受入 3,952 8,869

外国為替資金特別会計からの受入 301 871

財政投融資特別会計からの受入 560,637 530,224

エネルギー対策特別会計からの受入 418 350

年金特別会計からの受入 1,568 3,881

食料安定供給特別会計からの受入 100 56
国有林野事業債務管理特別会計からの受
入 7 156

自動車安全特別会計からの受入 544 1,539

東日本大震災復興特別会計からの受入 2,472 237

Ⅳ 無 償 所 管 換 等 32,963 70,599

Ⅴ 資 産 評 価 差 額 15,831 11,718

Ⅵ その他資産・負債差額の増減 311,808 8,722,567

Ⅶ 本年度末国債整理基金 19,110,000 27,914,437



区 分 別 収 支 計 算 書
（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 令和 4 年 4月 1 日
至 令和 5 年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 令和 5 年 4月 1 日
至 令和 6 年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

株 式 売 払 収 入 ― 105,699

運 用 収 入 153 227

配 当 金 収 入 4,965 8,041

そ の 他 の 収 入 60,917 92,956

目 的 税 等 収 入

たばこ特別税収入 115,801 116,100

他会計からの受入

一般会計からの受入 23,869,034 25,500,440
交付税及び譲与税配付金特別会計からの
受入 30,116,247 29,621,164

外国為替資金特別会計からの受入 301 871

財政投融資特別会計からの受入 18,480,067 9,828,350

エネルギー対策特別会計からの受入 9,904,384 9,976,863

年金特別会計からの受入 1,442,488 1,440,582

食料安定供給特別会計からの受入 185,639 239,884
国有林野事業債務管理特別会計からの受
入 353,418 342,956

自動車安全特別会計からの受入 31,835 32,804

東日本大震災復興特別会計からの受入 245,543 188,015

公 債 金 147,733,485 153,921,149

前年度剰余金受入 3,078,689 3,066,962

財 源 合 計 235,622,974 234,483,074

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

国債事務取扱諸費

支 払 手 数 料 � 16,615 � 16,685

そ の 他 の 支 出 � 31 � 5

債 務 償 還 費 � 224,645,957 � 223,224,032

利 子 及 割 引 料 � 7,893,408 � 8,172,368

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 232,556,012 � 231,413,090

業 務 支 出 合 計 � 232,556,012 � 231,413,090



業 務 収 支 3,066,962 3,069,983

Ⅱ 財 務 収 支

財 務 収 支 ― ―

本 年 度 収 支 3,066,962 3,069,983

翌 年 度 歳 入 繰 入 3,066,962 3,069,983
特別会計に関する法律第 47条第 1項の規定
による借換国債収入額 15,498,800 24,357,927

資金の預託金以外への運用 � 123,761 � 75,276

本年度末現金・預金残高 18,442,001 27,352,633



注 記

1 重要な会計方針
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
全て満期保有目的以外の有価証券であり、市場価格のあるものについては、会計年度末の市場価格に
基づく時価法によっている。市場価格のないもののうち政府出資等として管理されている有価証券につ
いては、会計年度末における国有財産台帳価格によって評価している。その他の有価証券については、
原価法によって評価している。
⑵ 減価償却の方法等
① 有形固定資産
物品については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額
を取得原価の 10％とした定額法によっている。なお、残存価額まで到達している物品については、
耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備忘価格 1円まで均等償却を行っている。

⑶ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 追加情報
⑴ 出納整理期間
本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数
をもって会計年度末の計数としている。
⑵ 財政法第 44条の資金

資金の種類：国債整理基金
根 拠 法 令：「特別会計に関する法律」第 38条
内 容：国債の償還及び発行を円滑に行うために設置している。

⑶ 表示科目の説明
① 貸借対照表
ア 資産の部
・「現金・預金」には、日本銀行預金を計上している。
・「有価証券」には、国債及び東京地下鉄株式会社株式を計上している。
・「未収収益」には、運用利子に係る当年度分を計上している。
・「他会計繰戻未収金」には、「日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の整
備の促進に関する特別措置法」第 6条第 1項の規定による繰入額の残高及び「特別会計に関する法
律等の一部を改正する等の法律」（平成 25年法律第 76号。以下「改正法」という。）附則第 12条第
5項の規定による繰入額の残高を計上している。

・「物品」には、取得価格が 50万円以上の物品について、取得価格から減価償却費相当額を控除し
た後の価額で計上している。
・「無形固定資産」には、電話加入権について、取得価格で計上している。
イ 資産・負債差額の部
・「国債整理基金」とは、公債等の償還のために一般会計等から繰り入れられた償還財源の残高等
を、資産・負債差額の部で整理したものである。なお、内訳として本特別会計に帰属している株
式の価額を区分して計上している。

② 業務費用計算書
・「支払手数料」には、国債事務取扱手数料及び株式売払手数料を計上している。
・「その他の経費」には、証書等製造費及び賠償償還及払戻金を計上している。



・「利子及割引料」には、一般会計及び他の特別会計の負担に係る公債等の利子、借入金及び一時借入
金の利子並びに外国為替資金証券及び食糧証券の利子を計上している。なお、本特別会計において
は、各会計から受け入れた資金等を財源として支出した額を計上している。

③ 資産・負債差額増減計算書
・「前年度末国債整理基金」には、前年度の貸借対照表の「国債整理基金」の額を計上している。
・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。
・「運用収入」には、国債整理基金の運用から生じる利子収入等を計上している。
・「配当金収入」には、東京地下鉄株式会社株式及び日本郵政株式会社株式からの配当金収入を計上し
ている。
・「その他の財源」には、公債発行に伴う経過利子受入等を計上している。
・「たばこ特別税収入」には、「一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措
置に関する法律」第 24条の規定によるたばこ特別税収入を計上している。
・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 42条第 1項の規定による一般会計が負担
する公債等の利子及び借入金の利子並びに国債事務取扱諸費の支払に充てる目的のため、一般会計
からの受入額を計上している。
・「交付税及び譲与税配付金特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規
定による交付税及び譲与税配付金特別会計の借入金及び一時借入金の利子の支払に充てる目的のた
め、交付税及び譲与税配付金特別会計からの受入額を計上している。
・「外国為替資金特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による外
国為替資金証券の利子及び外国為替資金特別会計が負担する国債事務取扱諸費の支払に充てる目的
のため、外国為替資金特別会計からの受入額を計上している。
・「財政投融資特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 68条第 1項の規定による財政
投融資特別会計が負担する公債の利子及び国債事務取扱諸費の支払に充てる目的のため、財政投融
資特別会計からの受入額を計上している。
・「エネルギー対策特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による
エネルギー対策特別会計の借入金の利子及び国債事務取扱諸費並びに同法第 92条の 4第 1項の規
定によるエネルギー対策特別会計が負担する国債事務取扱諸費の支払に充てる目的のため、エネル
ギー対策特別会計からの受入額を計上している。
・「年金特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による年金特別会
計の借入金及び一時借入金の利子の支払に充てる目的のため、年金特別会計からの受入額を計上し
ている。
・「食料安定供給特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による食
料安定供給特別会計の借入金の利子及び食糧証券の利子並びに国債事務取扱諸費の支払に充てる目
的のため、食料安定供給特別会計からの受入額を計上している。
・「国有林野事業債務管理特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定
による国有林野事業債務管理特別会計の借入金の利子の支払に充てる目的のため、国有林野事業債
務管理特別会計からの受入額を計上している。
・「自動車安全特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による自動
車安全特別会計の借入金の利子の支払に充てる目的のため、自動車安全特別会計からの受入額を計
上している。
・「東日本大震災復興特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 229条第 2項の規定によ
る東日本大震災復興特別会計が負担する公債の利子及び国債事務取扱諸費の支払に充てる目的のた
め、東日本大震災復興特別会計からの受入額を計上している。
・「無償所管換等」には、「特別会計に関する法律」附則第 12条の 3の規定により、一般会計から無償
で本特別会計に所属替された日本郵政株式会社株式の増加額を計上している。



・「資産評価差額」には、有価証券の時価評価に伴う評価差額及び国有財産台帳の価格改定に伴う評価
差額を計上している。
・「その他資産・負債差額の増減」には、債務償還費（公債等、借入金及び政府短期証券の元本部分の
償還額）、債務償還費に充てられる財源の受入額、令和 5年度において「特別会計に関する法律」第
47条第 1項の規定により発行した借換国債の発行収入金、雑収入として受入れた経過利子のうち
預り計上額と戻入額の差額及び保有株式の売却による減少額を計上している。
・「本年度末国債整理基金」には、本年度の貸借対照表の「国債整理基金」の額を計上している。
④ 区分別収支計算書
ア 業務収支
・「株式売払収入」には、国債整理基金特別会計保有の日本郵政株式会社株式の売払収入を計上して
いる。
・「運用収入」には、国債整理基金の運用による利益金を計上している。
・「配当金収入」には、東京地下鉄株式会社株式及び日本郵政株式会社株式からの配当金収入を計上
している。
・「その他の収入」には、公債発行に伴う経過利子受入等を計上している。
・「たばこ特別税収入」には、「一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別
措置に関する法律」第 24条の規定によるたばこ特別税収入を計上している。
・「一般会計からの受入」には、「日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の
整備の促進に関する特別措置法」第 6条第 2項の規定による繰戻及び改正法附則第 12条第 5項の
規定による繰戻のほか、「特別会計に関する法律」第 42条の規定による一般会計が負担する公債
等の償還及び利子、借入金の償還及び利子並びに国債事務取扱諸費の支払に充てる目的のため、
一般会計からの受入額を計上している。
・「交付税及び譲与税配付金特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の
規定による交付税及び譲与税配付金特別会計の借入金の償還及び利子並びに一時借入金の利子の
支払に充てる目的のため、交付税及び譲与税配付金特別会計からの受入額を計上している。
・「外国為替資金特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による
外国為替資金証券の利子及び外国為替資金特別会計が負担する国債事務取扱諸費の支払に充てる
目的のため、外国為替資金特別会計からの受入額を計上している。
・「財政投融資特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 68条第 1項の規定による財
政投融資特別会計が負担する公債の償還及び利子並びに国債事務取扱諸費の支払に充てる目的の
ため、財政投融資特別会計からの受入額を計上している。
・「エネルギー対策特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定によ
るエネルギー対策特別会計の借入金の償還及び利子、石油証券の償還並びに国債事務取扱諸費の
ほか、同法第 91条の 4第 1項の規定による原子力損害賠償・廃炉等支援機構国庫債券の償還及
び同法第 92条の 4第 1項の規定によるエネルギー対策特別会計が負担する国債事務取扱諸費の
支払に充てる目的のため、エネルギー対策特別会計からの受入額を計上している。
・「年金特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による年金特別
会計の借入金の償還及び利子並びに一時借入金の利子の支払に充てる目的のため、年金特別会計
からの受入額を計上している。
・「食料安定供給特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による
食料安定供給特別会計の借入金の償還及び利子、食糧証券の償還及び利子並びに国債事務取扱諸
費の支払に充てる目的のため、食料安定供給特別会計からの受入額を計上している。
・「国有林野事業債務管理特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規
定による国有林野事業債務管理特別会計の借入金の償還及び利子の支払に充てる目的のため、国
有林野事業債務管理特別会計からの受入額を計上している。



・「自動車安全特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 17条第 1項の規定による自
動車安全特別会計の借入金の償還及び利子の支払に充てる目的のため、自動車安全特別会計から
の受入額を計上している。
・「東日本大震災復興特別会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 229条第 2項の規定に
よる東日本大震災復興特別会計が負担する公債の償還及び利子並びに国債事務取扱諸費の支払に
充てる目的のため、東日本大震災復興特別会計からの受入額を計上している。
・「公債金」には、借換国債（「特別会計に関する法律」第 46条第 1項及び令和 4年度において同法第
47条第 1項の規定により発行した公債）の発行による収入を計上している。
・「前年度剰余金受入」には、本特別会計の前年度剰余金を計上している。
・「支払手数料」には、国債事務取扱手数料及び株式売払手数料を計上している。
・「その他の支出」には、証書等製造費及び賠償償還及払戻金を計上している。
・「債務償還費」には、一般会計及び他の特別会計の負担に係る公債等、借入金、石油証券及び食糧
証券の償還額を計上している。
・「利子及割引料」には、一般会計及び他の特別会計の負担に係る公債等の利子、借入金及び一時借
入金の利子並びに外国為替資金証券及び食糧証券の利子を計上している。
・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。
イ 本年度収支以下の区分
・「本年度収支」には、「業務収支」の額を計上している。
・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」の額を計上している。
・「特別会計に関する法律第 47条第 1項の規定による借換国債収入額」には、令和 6年度における
国債の整理又は償還のために令和 5年度において発行した借換国債の発行収入金を計上してい
る。
・「資金の預託金以外への運用」には、本特別会計における余裕金の国債への運用を計上している。
・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」に「特別会計に関する法律第 47条第 1項の規
定による借換国債収入額」を加え、「資金の預託金以外への運用」を減額したものを計上してい
る。計上額は、貸借対照表の「現金・預金」と一致する。

⑷ 本特別会計は、「特別会計に関する法律」第 12条の規定による財政融資資金への預託による運用のほ
か、同法第 45条第 1項の規定により、国債の保有による運用が認められており、令和 5年度末におい
ては、75,276百万円を「有価証券」として運用している。
⑸ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報
① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。
② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細
⑴ 資産項目の明細
① 現金・預金の明細

（単位：百万円）
内 容 本年度末残高

政 府 預 金（日 本 銀 行 預 金） 27,352,633
合 計 27,352,633

② 有価証券の明細
ア 満期保有目的以外の有価証券の増減の明細（市場価格があるもの）

（単位：百万円）

種 類 前 年 度 末
残 高

評価差額の
戻 入

本 年 度
増 加 額

本 年 度
減 少 額

評 価 差 額
（本年度発生分） 強制評価減

本 年 度 末
残 高

日 本 郵 政 株 式 会 社 株 式 39,497 � 6,534 70,599 103,562 ― ― ―
合 計 39,497 � 6,534 70,599 103,562 ― ― ―

イ 満期保有目的以外の有価証券の増減の明細（市場価格がないもの）
（単位：百万円）

種 類 前 年 度 末
残 高

評価差額の
戻 入

本 年 度
増 加 額

本 年 度
減 少 額

評 価 差 額
（本年度発生分） 強制評価減

本 年 度 末
残 高

個 人 向 け 国 庫 債 券 123,761 ― 1,182,089 1,230,574 ― ― 75,276
東 京 地 下 鉄 株 式 会 社 株 式 319,761 � 255,519 ― ― 273,773 ― 338,014
合 計 443,522 � 255,519 1,182,089 1,230,574 273,773 ― 413,291

ウ 市場価格のある有価証券（満期保有目的以外）の時価等の明細
（単位：百万円）

銘 柄 株 式 数 取 得 原 価 時 価 貸借対照表
計 上 額

日 本 郵 政 株 式 会 社 株 式 ― ― ― ―
合 計 ― ― ― ―

エ 市場価格のない有価証券（満期保有目的以外、株式）の純資産額等の明細
（単位：百万円）

出 資 先 資 産
（A）

負 債
（B）

純 資 産 額
（C＝A－B）

資 本 金
（D）

特別会計か
らの出資累
計額 （E）

出 資 割 合
（F＝E/D）％

純資産額に
よる算出額
（G＝C×F）

貸借対照表計
上額（国有財
産台帳価格）

使用財務諸表

東京地下鉄株式会社 1,998,122 1,365,319 632,803 120,267 64,241 53.41％ 338,014 338,014 法定財務諸表
合 計 1,998,122 1,365,319 632,803 120,267 64,241 ― 338,014 338,014

③ 他会計繰戻未収金の明細
（単位：百万円）

債 権 の 種 類 相 手 先 本年度末残高 債 権 の 内 容 等

他 会 計 繰 戻 未 収 金 一般会計 21,278
「日本電信電話株式会社の株式の売払
収入の活用による社会資本の整備の促
進に関する特別措置法」第 6条第 1項
の規定による繰入額の残高

他 会 計 繰 戻 未 収 金 一般会計 127,223 改正法附則第 12条第 5項の規定による繰入額の残高
合 計 148,501



④ 固定資産の明細
（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本 年 度
減価償却額

評 価 差 額
（本年度発生分） 本年度末残高

（有 形 固 定 資 産）
物 品 0 ― ― ― ― 0
小 計 0 ― ― ― ― 0

（無 形 固 定 資 産）
電 話 加 入 権 0 ― ― ― ― 0
小 計 0 ― ― ― ― 0
合 計 0 ― ― ― ― 0

2 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細
⑴ その他の財源の明細

（単位：百万円）
款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 国債保有者等 88,400
合 計 88,400

⑵ 他会計からの受入の明細
（単位：百万円）

区 分 計 債務償還費 利子及割引料 国債事務取扱費 他会計繰戻金
一 般 会 計 7,429,651 ― 7,413,894 15,756 ―
特 別 会 計 546,185 ― 545,236 949 ―
交付税及び譲与税配付金特別会
計 8,869 ― 8,869 ― ―

外 国 為 替 資 金 特 別 会 計 871 ― 566 305 ―
財 政 投 融 資 特 別 会 計 530,224 ― 529,623 600 ―
エネルギー対策特別会計 350 ― 337 13 ―
年 金 特 別 会 計 3,881 ― 3,881 ― ―
食 料 安 定 供 給 特 別 会 計 56 ― 56 0 ―
国有林野事業債務管理特別会計 156 ― 156 ― ―
自 動 車 安 全 特 別 会 計 1,539 ― 1,539 ― ―
東日本大震災復興特別会計 237 ― 207 29 ―
合 計 7,975,837 ― 7,959,131 16,705 ―

⑶ 無償所管換等の明細
（単位：百万円）

区 分 相 手 先 金 額 資産等の内容 所管換等の理由 備 考

資産の無償所管換（受） 一般会計 70,599
有価証券
（日本郵政株式会
社株式）

「特別会計に関す
る法律」附則第 12
条の 3の規定によ
る無償所属替

合 計 70,599

⑷ 資産評価差額の明細
（単位：百万円）

区 分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因
満期保有目的以外の有価証券 � 262,054 273,773 11,718

（市 場 価 格 の あ る も の）� 6,534 ― � 6,534 時価評価に伴う評価差額の戻入

（市 場 価 格 の な い も の）� 255,519 273,773 18,253 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額
合 計 � 262,054 273,773 11,718



⑸ その他資産・負債差額の増減の明細
（単位：百万円）

区 分 相 手 先 金 額
債 務 償 還 費 � 223,224,032
公 債 等 償 還 国債保有者 � 181,374,379
借 入 金 償 還 財政融資資金等 � 40,455,252
政 府 短 期 証 券 償 還 民間企業等 � 1,394,400

償 還 財 源 207,687,679
他 会 計 よ り 受 入 各会計 69,159,630
公債金（特会法第46条第 1 項） 国債保有者 138,422,349
株 式 売 払 収 入 株式保有者 105,699
公債金（特会法第 47条第 1 項） 国債保有者 24,357,927
預 り 経 過 利 子 4,555
令 和 4 年 度 預 り 戻 入 国債保有者 � 15,233
令 和 5 年 度 預 り 計 上 国債保有者 19,789

保 有 株 式 の 減 少 株式保有者 � 103,562
合 計 8,722,567

3 区分別収支計算書の内容に関する明細
⑴ その他の収入の明細

（単位：百万円）
款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 国債保有者等 92,956
合 計 92,956

⑵ 他会計からの受入の明細
（単位：百万円）

区 分 計 債務償還費 利子及割引料 国債事務取扱費 他会計繰戻金
一 般 会 計 25,500,440 18,034,321 7,413,894 15,756 36,467
特 別 会 計 51,671,495 51,125,309 545,236 949 ―
交付税及び譲与税配付金特別会
計 29,621,164 29,612,295 8,869 ― ―

外 国 為 替 資 金 特 別 会 計 871 ― 566 305 ―
財 政 投 融 資 特 別 会 計 9,828,350 9,298,126 529,623 600 ―
エネルギー対策特別会計 9,976,863 9,976,512 337 13 ―
年 金 特 別 会 計 1,440,582 1,436,701 3,881 ― ―
食 料 安 定 供 給 特 別 会 計 239,884 239,828 56 0 ―
国有林野事業債務管理特別会計 342,956 342,800 156 ― ―
自 動 車 安 全 特 別 会 計 32,804 31,264 1,539 ― ―
東日本大震災復興特別会計 188,015 187,778 207 29 ―
合 計 77,171,935 69,159,630 7,959,131 16,705 36,467

⑶ 資金の明細
（単位：百万円）

資 金 名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高
国 債 整 理 基 金 18,565,762 240,275,238 231,413,090 27,427,910
合 計 18,565,762 240,275,238 231,413,090 27,427,910
（注） 本年度増加額には、「特別会計に関する法律」第 47条第 1項の規定による借換国債収

入額を含む。

（問い合わせ先）

理財局国債企画課 経理第一係

Ｔ Ｅ Ｌ 03-3581-4111 内線 2573


